
事務事業評価表 （ ）

土木計画・交通安全課

【事 務 事 業 基 本 情 報】

放置自転車対策等交通安全の推進

【事 業 概 要 ・ 環境変化】

【指 標 の 推 移】

【投 入 コ ス ト ・ 人 員】

令和 4年度 令和 3年度 事務事業

事務事業名 330600 - 001 交通安全啓発経費

担当所属 連絡先 3579-2517

関連所属

基本目標 Ⅲ安心・安全で快適な緑のまち

基本政策 Ⅲ－３快適で魅力あるまち

施策 330600

施設種別

根拠法令要綱
[1]交通安全基本対策法　[2]東京都板橋区自転車安全利用条例　[3]交通安全協議会設置要綱　[4]交通安全対策事業費補
助金交付要綱

事業概要 環境変化・備考

【対象】

日々の生活で区内の道路を通行する車両と区民。

【手段】

コロナ禍による制約があるため、密にならないよう工夫した各種交通安
全教室や警察と連携した啓発イベントの実施。本庁舎におけるデジタル
サイネージを活用した交通安全に係る動画の放映。ホームページによる
呼びかけ、自転車の点検整備及び自転車保険加入の必要性の周知。

【意図】

交通ルール及びマナーの習慣づけ、交通安全意識の向上を図る。自転車
の定期点検による安全性の維持。自転車保険に加入。高齢者の運転免許
自主返納の推進。

【成果】

交通事故発生件数、交通事故死者数、自転車乗用中の交通事故、ながら
スマホの減少、自転車保険加入者、高齢者の運転免許自主返納の増。


【開始時の周辺環境】

交通安全に関してソフト・ハードの両面から施策に取組む。

【現状の周辺環境】

交通事故発生件数は減少傾向。

【今後の予想される周辺環境】

自転車活用推進法が施行。シェアサイクル事業の拡大など。

【区民意識意向調査】

自転車利用者の交通ルール習得とマナーの向上を望む声が多い。

【アンケート・統計調査】

令和２年の東京都のアンケート調査では、自転車利用中の対人賠
償事故に備える保険等の加入率は46.6％であった。

【区民からの意見】

自転車の適正利用や保険加入に関する意見・問合。通学路等にお
ける信号機、ミラー、注意幕設置等ハード面の交通対策要望。


計画事業番号 事業期間 平成28年度 ～

区分 指標名 単位
令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 目標値

実績 実績 計画 実績 達成率(%) 計画 目標年度

① 活動指標
小学校自転車運転免許証
発行事業

人 2,272.0 1,509.0 2,300.0 1,779.0 77.3 2,300.0 2,400.0

達成率(%) 94.7 62.9 95.8 74.1 95.8 令和 7年度

② 成果指標区内交通事故発生件数
件 948.0 877.0 875.0 844.0 96.5 840.0 ⇘　 　

達成率(%) 113.5 105.0 104.8 101.1 100.6 令和 7年度

③ 成果指標区内交通事故死者数
人 6.0 7.0 ⇘　 　 6.0 ―　 　 ⇘　 　 ⇘　 　

達成率(%) ―　 　 ―　 　 ―　 　 ―　 　 ―　 　 令和 7年度

④ 成果指標区内自転車事故発生件数
件 380.0 345.0 320.0 412.0 128.8 320.0 ⇘　 　

達成率(%) ―　 　 ―　 　 ―　 　 ―　 　 ―　 　 令和 7年度

⑤
達成率(%)

特記事項

区内自転車事故発生件数は２年度実績と比較して67件増加。コロナ禍での自転車需要が高まったこと及び自転車に対する意識（保険の義
務化）変化等により自転車事故届出件数が増え、事故発生件数が増加したものと推察される。

年　度 単位 令和元年度 決算 令和 2年度 決算 令和 3年度 予算 令和 3年度 決算 令和 4年度 予算

フルコスト 千円 47,877 45,000 41,263 40,780 42,997

事業費 千円 22,602 20,076 18,211

特別区債 千円 0 0

17,728 19,945

特
定
財
源

国庫支出金 千円 0 0 0 0 0

都支出金 千円 678 820 187 187 187

0

受益者負担 千円 0 0 0 0 0

404 0 0 0

0 0

0

一般財源 千円 21,520 19,256 18,024 17,541 19,758

その他 千円

人件費 千円 25,275 24,924 23,052

人員 人 3.0

23,052 23,052

正職員 千円 25,275 24,924 23,052 23,052 23,052

3.0 2.8 2.8 2.8

再任用等 千円 0 0 0 0 0

人員 人 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0 0

その他職員 千円 0 0 0 0 0

経費 千円 0 0 0

減価償却費 千円 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0
コスト

千円 ―　  　   ―　  　   ―　  　   ―　  　   ―　  　   
指　標

フルコストの増減理由

新型コロナウイルス感染症拡大により、国から緊急事態宣言が発せられ、その影響に伴う事業の中止、縮小等による減。

「基本計画2025」における位置づけを示しています。当該事務事
業が属する基本目標、基本政策、施策を表記しています。

関連する法令・要綱を記載し
ています。

「事業概要」では、事務事業が、「誰（何）に
対して、どのような方法で、どのような状態
にするか、またその状態を何で測るか」とい
う視点で、【対象】・【手段】・【意図】・【成果】
を表記しています。

「環境変化・備考」では、区民ニーズや他自
治体との比較など、事務事業を取り巻く環
境や事務事業が必要な根拠などを記載して
います。

事務事業の対象数や活動量、成果を年度ごとに数値化した指標（対象
指標、活動指標、成果指標）と、目標値に対する達成割合も記載してい
ます。

指標について、特筆すべき内容がある場合に記載しています。

当該事務事業に係るコストについて、年度ごとに事業費と人件費、減
価償却費で表しています。

事業費は、財源別（国庫支出金、都支出金、特別区債、受益
者負担、その他、一般財源）に一般会計の決算額、予算額を
年度ごとに記載しています（単位：千円）。

人件費は、当該事業を遂行するために携わった正規職員や再任
用職員の人員に、それぞれの平均人件費単価を乗じて算出してい
ます（単位：千円）。※退職手当引当金・共済費を含む

経費は、減価償却費（固定資産の購入額を耐用年数に合わせて分割した年
度ごとの費用）とその他の経費を年度ごとに記載しています（単位：千円）。

フルコスト÷指標等の実績値（計画値）によりコスト指標を算
出しています。

事務事業評価表の見方



【前回の二次評価結果への対応状況】

【一次評価】所管課長による評価
[活動結果や成果の分析 ] 

[中間アウトカムとの整合性] 

[フルコストの把握・分析] 

[改善の方向性] 

【二次評価】 所管部長による評価
評価評語／改善の方向性 概ね順調／事業手法の見直し

　事故件数の減に対しては、啓発対象者の増及び習熟度の向上が効果的であるが、今期着手した動画配信は、その両方で効果があった。
今後もその両方の成果を向上させるべく、事業手法の開発とブラッシュアップを行っていく。

１.活動指標の計画値を満たしたか 70%～90%がある

２.成果指標の計画値を満たしたか 全てが90%以上

事務事業名 330600 - 001 交通安全啓発経費

前回の二次評価内容

評価評語／改善の方向性 概ね順調／工夫して継続
交通安全に対する区民の安全対策について、小学生や高齢者に対する安全教室だけでなく、子育て世代にも広く適用できる対策も視野に
入れ、また、警察との役割分担と連携に配慮しながら、安全対策に関する動画の作成や、インターネットでの配信などについても、検討
を進め、これからの時代に対応した事業としていく。

前回の二次評価結果への対応状況

対応状況 対応済
区民の交通安全対策として、警察と連携し、街頭における交通安全啓発活動キャンペーンを積極的に実施するとともに小中学生及び高齢
者を対象とした自転車教室、自転車点検、スケアード・ストレート等の安全教育を実施した。また、子育て世代に特に人気がある元ＮＨ
Ｋの体操のお兄さんを起用した交通安全対策動画（交通安全体操等）を作成し、板橋区公式チャンネルで配信した。

　同動画を配信したところ、現時点で視聴回数が６,０００回を超えており、多くの子育て世代及び保育園関係者に視聴してもらえた。

B達成度

３.計画どおり進捗しなかった理由を入力してください

　小学校自転車運転免許証発行事業は、区立小学校の児童に対して、自転車の実技試験・学科試験を実施し上で自転車運転免許証を発
行している事業である。令和３年度、本事業が停滞してしまった理由については、各小学校が新型コロナウイルス感染症拡大を防止す
るために本事業を希望しなかったこと及び希望したが中止せざるを得ない状況等なってしまったこと等であると推測される。


寄与度 B

（事務事業は）中間アウトカムに寄与しているか 寄与している

　新型コロナウイルス感染症拡大により、各事業に制約があり、計画通りに交通安全啓発活動が行えない状況にある。このような状況
下においても保育園児を対象とした交通安全啓発動画配信（インターネット配信）や感染症対策を行った上での車両の運転手、歩行者
等に対する交通安全啓発活動は、区民の交通マナーの向上に資すると考えられるため、本事業の推進は、中間アウトカム「交通マナー
の向上」に寄与している。

コスト評価 B

１.コストは最適であるか 最適化に取り組んでいる

２.コスト最適化への取組状況

　交通安全啓発活動は、新型コロナウイルス感染症の状況によって制約を受けているが、その中でも小学生自転車交通安全教室（小学
校自転車運転免許証発行事業）については２６回開催している。今後は、新型コロナウイルス感染症の状況を見極め、区で多発してい
る自転車関与の交通事故を無くすための啓発活動及び動画配信などの手法により多くの区民の目に届く啓発活動を検討し、コストを最
適な状態にしていく。


１.方向性を選択してください 事業手法の見直し

２.具体的な手段を選択してください コスト維持／活動・成果指標の向上

３.中間アウトカムの成果向上に向けた改善策について

　最終アウトカムに向けて、区内の交通事故発生件数をさらに減少させるため、現在実施している交通安全啓発活動を継続しながら、
区内の交通事故発生状況を分析し、より効果的な交通安全教室等を実施していく。

　また、小学校自転車運転免許証発行事業が停滞していることから、区から小学校に対して積極的な参加を呼び掛けることで、中間ア
ウトカム「交通マナーの向上」の推進を図っていく。


前年度の二次評価結果について、評価標語・改善の方向性、評価内容を
記載しています。

前年度の二次評価結果への対応状況について以下から選択し、その理由を
記載しています。
【対応状況】対応済、一部対応済、検討中、対応困難

各指標の達成状況を踏まえ、計画通り進捗しているか、所管課長による評価を記載しています。
【達成度】１～２のチェック項目に基づき、評価の高い方から、「A」「B」「C」を表示しています。
※活動指標・成果指標がない場合や目標値がなく、達成率を算出していない場合には「－」表
示としています。

「施策展開シート」により、当該事務事業の推進が中間アウトカムに寄与しているか、所管課長
による評価を記載しています。
【寄与度】寄与度の高い方から、「A」「B」「C」を表示しています。
※上位の施策がない場合には寄与度を「－」表示としています。

当該事務事業にかかっているコストは最適であるかどうか、所管課長による評価を記載してい
ます。

「活動結果や成果分析」や「中間アウトカムとの整合性」、「フルコストの把握・分析」を踏まえ、
事務事業の改善の方向性とその具体的手段について、所管課長による評価を記載しています。

所管課長による一次評価を踏まえ、所管部長により「評価標語」と「改善の方向性」を組合わせて
評価しています。
【評価標語】順調、概ね順調、停滞、達成
【改善の方向性】工夫して継続、目標値・指標の見直し、事業手法の見直し、事業の廃止


